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「門真南駅第１自転車駐車場、門真南駅北自転車駐車場及び門真南駅東自転車

駐車場の指定管理者の指定について」

⑴ 選定結果

① 指定管理者に管理を行わせる施設の名称

○門真南駅第１自転車駐車場

○門真南駅北自転車駐車場

○門真南駅東自転車駐車場

② 指定管理者に指定する団体

社団法人 日本駐車場工学研究会

③ 指定する期間

平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日までの５年間

⑵ 募集状況

募集要項配布期間 平成２０年６月２日（月）～６月 30 日（月）

現地説明会日程及

び参加団体数
平成２０年７月８日（火） ９団体

平成２０年８月１日（金）～８月８日（金） ６団体申請受付期間及び

申請団体数 ※申請団体名

株式会社 双葉化学商会

社団法人 日本駐車場工学研究会

特定非営利活動法人 駐車場サポートセンター

ミディ総合管理 株式会社

株式会社 駐輪サービス

日東カストディアルサービス 株式会社
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⑶ 選定委員会

① 選定委員会委員構成

委員区分 職 氏 名

委 員 長 門真市副市長 五十野 充

副委員長 門真交通安全協会専務理事 魚田 政勝

委 員 公認会計士 谷口 悦子

委 員 門真市総合政策部長 北口 政昭

委 員 門真市都市建設部長 木邨 博視

② 選定委員会開催日程と主な内容

第１回目 平成２０年９月９日（火）

正副委員長の互選、審査の進め方、第一次審査（書類審査）

第２回目 平成２０年１０月７日（火）

第一次審査上位３団体による第二次審査（プレゼンテーションと質疑応答）

第３回目 平成２０年１１月４日（火）

各委員の協議により総合的に評価し、指定管理者の候補者を選定

⑷ 選定基準

① 第一次審査

選定基準 審査項目 配 点

管理運営方針

１

住民の平等な利用

が確保されるものと

なっているか 平等な利用を図るための具体的手法

及び期待される効果

５点

利用者の増加を図るための具体的手

法及び期待される効果

サービスの向上を図るための具体的

手法及び期待される効果
２

当該公の施設の効

用が最大限に発揮

させるものであるか

施設の維持管理の内容、適格性及び

実現の可能性

２０点

３

管理に係る経費の

縮減が図られるもの

であるか

施設の管理運営に係る経費の内容

４０点
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安定的な運営が可能となる経理的基

盤

安定的な運営が可能となる人的能力

収支計画の内容、適格性及び実現の

可能性

４

管理を安定して行

う物的能力及び人

的能力を有してい

るか

類似施設の運営実績

３０点

社会的要請に応えた体制・活動内容
５

その他管理に際し

て必要な事項 その他施設特有のチェック事項
５点

合 計 １００点

② 第二次審査

審査項目 配 点

１
第二京阪道路の供用開始に伴って、自転車利用者の増加

が見込まれるが、施設の改良すべきところは無いか
１０点

２
地下に設置された駐車場は、地上の施設と比べて利用格

差があるが、克服する方法は無いか
１０点

３

駅前等の放置自転車が社会問題となっておりますが、抜本

的解決方法が見出せなく苦慮しているところですが、どのよ

うな解決方法が考えられますか

１０点

合 計 ３０点
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⑸ 選定経過及び選定結果

① 第一次審査結果

順 位 団 体 名 得点（５００点満点）

１ 社団法人 日本駐車場工学研究会
３８１点

(一次審査通過)

２ Ｅ団体
３８０点

(一次審査通過)

３ Ａ団体
３３８点

(一次審査通過)

４ Ｄ団体 ３３４点

５ Ｃ団体 ３２０点

６ Ｆ団体 ３０１点

※ 各委員の持ち点が１００点満点による採点を行い、５名の委員の合計得点

（５００点満点）の上位３位までの団体を一次審査通過団体とした。

② 第二次審査結果

順 位 団 体 名 得点（１５０点満点）

１ 社団法人 日本駐車場工学研究会 １１３点

２ Ｅ団体 １１３点

３ Ａ団体 ８３点

③ 第一次審査及び第二次審査結果の総合評価点

順 位 団 体 名 得点（６５０点満点）

１ 社団法人 日本駐車場工学研究会 ４９４点

２ Ｅ団体 ４９３点

３ Ａ団体 ４２１点

第一次審査及び第二次審査結果を踏まえ、各委員の慎重な協議のもと、総

合的に判断した結果、管理に係る経費の縮減、管理業務を安定して行う経理

的基盤、人的能力、運営実績等総合的評価において、他よりも優れていると判

断したため、次のとおり指定管理者の候補者を選定した。

指定管理者の候補者 社団法人 日本駐車場工学研究会

次 席 候 補 者 Ｅ団体
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⑹ 指定管理料

平成２１年度 １７，６７７千円

平成２２年度 １７，４３７千円

平成２３年度 １７，４３７千円

平成２４年度 １７，４３７千円

平成２５年度 １７，４３７千円

合 計 ８７，４２５千円


